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Ⅰ　問題

　文部科学省(2012)は，通常の学級に在籍する発達
障害特性を示す児童生徒の割合を6.5％と報告した。
注意欠陥多動性障害(以下，ADHDと略す)や自閉
症スペクトラム障害特性から学校適応がうまくいか
ず，授業中の問題行動や対人関係の問題につながる
ことが指摘されている。このような問題行動に対し
て応用行動分析に基づく対応が知られており，成果
を上げている(長澤・福田，2009)。長澤・福田(2009)
は，ADHDのある中学生の授業中の問題行動に対
し，校内支援チームを設置し，機能的アセスメント
やトークンシステムなどの応用行動分析に基づいて
組織的に対応した。その結果，離席や授業妨害行動
を減少させ課題従事行動の増加を示した。しかし課
題として，このようなシステムを教育現場に導入す
るコストが高いこと，必要な人的支援が必ずしも確
保されないこと，発達障害という判断がなされない
と対応がむずかしいことを指摘した。竹村(2011)
も，応用行動分析による介入の必要性を認めながら
も，環境操作のむずかしさから通常学級への適用の
困難さを指摘している。
　このような問題に対して期待されている対応が，
学校全体を対象とした積極的行動支援(School Wide 
Positive Behavior Supports， 以 下SWPBSと 略 す)
や援助介入の反応（Response to Intervention，以

下RTIと 略 す)で あ る（Aigozzine,2012; Algozzine 
& Algozzine,2014; Farmer, Farmer, Estell, & 
Hutchins, 2007 ; Fairbanks, Sugai, Guardino, & 
Lathrop, 2007 ; Lane, Wehby, Robinson. & Rogers, 
2007; Lechtenberger, Mullins, & Greenwood, 
2008; Nelson, Hurley, Synhorst, Epstein,  Stage & 
Buckley, 2009)。この両者が示す対応の共通点は次
の通りである
　1)問題行動を示す児童生徒を含むクラス(学
年・学校)全員を対象として介入する（Universal 
Program，以下UPと略す）
　2)問題行動の禁止ではなく守るべきルール(望ま
しい行動)を示し強化する(自己評価カード，トーク
ンシステムなどの導入)
　3)全員を対象とした介入で改善が見られない児童
生徒に対して段階的に介入を強化する(ソーシャル
スキルトレーニング，機能的アセスメント，親支援
プログラム，専門機関の介入など）
　このような介入，とくにUP(Tier1の介入，初期
の介入)により，対象児童生徒の問題行動の改善
や減少が示された(Cheney, Flower & Templeton, 
2008; Nelson, et al., 2009; 佐囲東・加藤, 2013; Sumi, 
Woodbridge, Javitz, Thornton, Wagner, Rouspil, 
Yu, Seeley, Walker, Golly, Small, Feil,  & Severson, 
2013; 寺 本,2011; Walker, Seeley, Small, Severson, 
Graham,  Feil,  Serna, Golly & Forness, 2009)。UP
を導入するメリットは，問題行動を起こす児童生徒
だけではなく起こす可能性のある児童生徒への予防
的効果があること，当たり前のことをしている児童
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生徒が評価されること，学級崩壊を防ぐこと，少な
い人数で対応が可能であること，発達障害と判断さ
れない児童生徒へも適用可能であることなどである
(関戸, 2010)。
　課題として，保護者と児童生徒が新たな指導方法
を理解し受け入れるための説明責任をどう果たす
か，望ましい行動の強化の具体的な提供方法，UP
を実施しても続くと思われる授業中の問題行動への
具体的な対応方法の検討が必要である。そこで本研
究の目的は以下の通りとした。複数の問題行動を示
す児童に対して，学級・学年全体を対象とした介入
(UP実施した。その際，対応の必要性と具体的な手
続きについて校長が説明責任を果たした。さらに，
自己評価・教師評価に加え保護者評価による強化シ
ステムを取り入れた。そして問題行動にはタイムア
ウトを導入しマニュアルに従い学校全体で支えた。
改善が見られない児童に対して保護者介入を実施し
た。

Ⅱ　方法

１．参加者
　⑴　対象児童
　　�　１年生の男児(以下，Aと略す)を対象とした。

Aは就学前には発達上の問題は指摘されてこな
かった。入学してしばらくは特に問題は見られ
なかったが，１学期終了後から，授業中に授業
内容に関係しない発言を続ける，離席して教室
内を徘徊する，離席して教師の指導を妨害した
り他児童の学習を妨げる，教室のものを勝手に
使って遊ぶ，教室から出て行って廊下や空き教
室で遊ぶなどの行動が頻繁に見られた。２学期
になると，このような問題行動を起こしている
比率が90％を越える授業も見られるようになっ
た。これらの問題行動に対して個別に口頭注意
しても，全く従うことがなかった。

　⑵　学級の様子
　　�　この学級の児童数は28名であった。Aの他に

も同様の問題を起こす児童が２学期から見られ
るようになり，担任教師の見取りでは，授業に
影響する問題行動を毎時間起こす児童は６名で
あった。これの児童に対して口頭注意すると，
一度は指示に従うがすぐに問題行動を起こすよ
うになった。さらに，専門相談員による介入２
週間前の授業参観によると，授業中教師の許可
を得ずに離席したり私語をする児童がクラスの

半数に達し，学級崩壊状態となった。
　⑶　担任
　　�　担任は30代の教師であった。Aの問題行動が

授業に影響し始めた頃，特別支援教育コーディ
ネーターに相談し，空き時間の教師や特別支援
学級の介助員の支援を得て学級運営を続けた。
しかし，学級が授業をする状態にならないこと
で管理職に相談し，専門相談員が介入すること
となった。

　⑷　専門相談員
　　�　専門相談員は50代の大学教員で，発達障害の

問題行動を専門とし，小学校や中学校の問題に
対応してきた経験があった。学校長からの依頼
を受け，月2回程度学校訪問し，校内支援会議
で意見を述べたり授業参観したり担任へのアド
バイスをした。

　⑸　校内支援会議
　　�　メンバーは，校長・教頭・学年主任・特別支援

教育コーディネーター・担任・専門相談員であっ
た。

２．手続き
　⑴　指導手続きの決定と保護者説明会
　　�　専門相談員に学校からの要請があってすぐに

支援会議を開催した。決定したことは，保護者
説明会の開催，学年全体での取り組み(取り組
みの内容)，問題行動への対応，今後の支援会
議の継続実施であった。

　　�　支援会議実施から２週間後に１学年保護者会
を開催した。保護者会では，校長が1学年の授
業中の様子，今までの学校の対応と結果，新た
な介入の必要性とその内容を書面に基づいて説
明した。特に，今まで実施したことがなかった
自己評価カードの導入と親の対応，問題行動へ
のタイムアウト，問題改善が見られない場合の
保護者面談については，内容だけではなく必要
性と期待される効果について説明し，質疑応答
の時間を確保するなど，説明責任をしっかり果
たした。

　　�　また，児童全員に対しても，自己評価カード
導入の目的と使い方を説明した。

　⑵�　学年で実施した対応（UP）は以下の通りで
あった。

　　①　スクールスタンダードと自己評価の導入
　　�　支援会議で決定したスクールスタンダード

（ルール）は次の３点であった。1)授業中は座っ
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て勉強する，2)手をあげて指名されてから自分
の話をする。3)先生が言ったことを守る(3回指
示されるうちに指示に従う)。これらを1学年児
童全員に伝達し，守るように指示した。これら
のルールを選択した理由は，問題行動を示す児
童も守れる内容であること，１日のうちで最低
でも1回はできたと評価されると予測されるこ
と(必ず１度は強化されること)，授業成立に必
要なルールであることなどであった。

　　�　これらのルールを自己評価カード(わくわく
カード，Fig. １)にまとめ，全員に配付した。
児童は毎日１時間目から４時間目の授業終了後
に自己評価し，教師は20分休みと昼休みに回収
した。ルールが守れた児童にスタンプを押し，
スタンプが10個集まったときにはシールを貼っ
た。
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　②　保護者による賞賛
　�　児童は自己評価カードを毎日自宅に持ち帰り，

親に提示した。親はできている項目をほめ，叱っ
たり注意したりすることはしなかった。このこと
は保護者会で対応の仕方(ほめ方)を具体的に説明
した。

　③　問題行動への対応
　�　問題行動への対応は次の手続きで実施した。1)

活動していないときはしばらく観察する，2)他児
童に影響のない軽微な問題はルールもしくはしな
ければならない活動を口頭で伝える，3)軽微な問
題を繰り返したり他児童に影響を与える問題には
警告(「いけません。これが○回目の注意です」)
をし，３回警告しても従わない場合，タイムアウ
トを適用した。

　④　タイムアウト
　�　タ イ ム ア ウ ト の 手 続 き は，Benner, Nelson, 

Sanders & Ralston(2012)を参考にマニュアル化
した。タイムアウトの宣告を受けた児童は教材室
に移動させられた。教材室は１学年教室等にあ
り，椅子と机のみを置き，危険が予想される教材
は撤去するか目隠しをした。タイムアウト児童に
は，空き時間の教員か介助員が計画に従って対応
した。児童に対しては注意や説教をせず，事情を
聞いたり気持ちを言わせたりしてクールダウンを
図った。５分間経過したときに教室に戻るか，今
しばらく教材室にいるかを自己選択させた。教室

に戻ることを選択した場合は即座に戻し，授業者
は何も言わずに座席に着かせた。

　⑤　補習
　�　タイムアウトした時間が長かったり，決められ

た学習を最後までできなかった場合は，休み時間
にその時間学ぶ教科の補習をした。

　⑥　保護者との連携
　�　これらの手続きを実施して２週間経過しても改

善が見られない，たびたびタイムアウトを実施し
ても改善が見られないと支援会議で判断された児
童の保護者を学校に招いた。保護者に現状を説明
し，家庭でも親が指導することを求めた。あわせ
て専門相談員が保護者と面談した。

　⑶　教師による行動評価
　　�　担任教師に課題従事行動と問題行動の発生状

況について，A，周辺児童，学級全体それぞれ
の評価を５段階で実施することを依頼した。そ
の内容は，５:大変良い，４:良い，３:普通，２:
悪い，１:大変悪いであった。

Ⅲ　結果

　⑴　教師による行動評価
　　�　Fig. ２に教師の指導記録による行動評価の結

果を示した。対象児童Aは指導開始５週目まで
の評価は「１」であったが，６週目からは「２」
となり，そのまま維持した。周辺児童は指導開

Fig. 2  教師による行動評価
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始６週目まで「１」であったが７週目から「２」
となり，11週目からは「３」の評価となりその
まま維持した。学級全体の様子は開始から７週
目まで「３」であったが，８週目から「４」と
なりそのまま維持した。

　⑵　エピソード
　　�　介入から２週間後に専門相談員とAの保護者

が面談した。このとき，Aの保護者は問題行動
の現状とさらなる介入の必要性を認識する発言
をし，家庭での取り組みを約束した。

　　�　介入からおよそ２ヶ月後に開催された支援会
議で，参加者全員が学級の安定を認め，介入の
終了を決定した。専門相談員は月３回１時間程
度授業観察したが，この支援会議の席で介入が
必要でないと判断した。なお，対象学年の複数
の保護者が，学級全体の落ち着きと問題がほと
んど発生していない授業時間帯があることを認
める発言をしていた。

Ⅳ　考察

　エビデンスとなるデータが十分ではないという課
題を抱えているが，教師による行動評価，専門相談
員による直接の行動観察，支援会議の結果，そして
エピソードから，介入により対象児童と周辺児童の
問題行動が改善し，さらに学級が落ち着いて授業が
成立するようになったと言えた。よって，今回の
UPによる介入が，問題行動の改善と学級崩壊防止
に有効だったと言えた。このようなUPが実施でき
た理由は，やはり校長による説明責任を果たしたこ
とが大きい。また，自己評価シートが有効に機能し
たのは，トークンシステムと保護者による賞賛(強
化)があったからだと思われる。さらに，タイムア
ウトを組織的に実施できたことにより，タイムアウ
ト対象児以外の児童が落ち着いて授業に参加できた
と言える。

１．SWPBSの有効性
　今回のUPでは，構成要素としての強化システム
の在り方が具体化された。つまり，教師と保護者両
者による強化システムが有効であり，学校と家庭と
の連携の具体像が明確になった。さらに，UP実施
中の問題行動への対応についても，具体的な手続き
による対応が有効であることが確認された。ルール
を守ることを強化することに加え，問題行動への有
効な対応が確認されたことで，今後教育現場に今

回のUPがより採用されることが期待される。そし
て，実施に当たって校内体制の構築と校長のリーダ
シップ，説明責任の重要性が確認された。つまり，
学校組織として対応するための校内体制構築としっ
かりした対応システム，実施することに対する職員
の強固な意志(Sutherland,　Lewis-Palmer, Stichter 
& Morgan,　2008)，管理職と教職員の共通意識・ビ
ジョンの共有，校長のリーダーシップとサポート
(Coffey & Horner, 2012)など，先行研究を指示する
結果が確認された。

２．UDLに基づく授業プログラムの適用
  問題行動そのものを目的とした授業は実際には成
立しにくく，改善を含めた授業の在り方を明確にす
る必要がある。山本・長澤(2013)は，学習活動と学
習内容の自己評価を取り入れた授業モデルを提案し
ているが，このモデルの核となっているのが自己評
価活動である。自己評価活動はUPでも採用される
ことが多く，このモデルがUPとして学校教育現場
では受け入れられやすいのではないかと思われる。

３．段階的介入(RTI)の必要性
　対象児童について問題がなくなったとはいいがた
い。教師評価が５段階の２であり，けっして満足で
きる状態ではない。そこで，UPの次の介入として
Tier2の実施が必要不可欠である。教師と生徒によ
る毎日の自己評価( Check-in,Check-out )と教師に
よるフィードバックの実施（Cheney, et al., 2009)，
UP実施中の問題行動への具体的な対応方法や技法
の徹底化（Sayeski & Brown, 2011)等が必要とな
る。また，UPの実施だけでは学力の向上は難しく
（Nelson, et al., 2009)，学力向上が見られないと将
来新たな問題が発生する可能性があり，学力向上の
ための特別な介入が必要である。そこで，より強い
介入をする場合には質の高い教師と専門家の介入，
好ましい環境設定，応用行動分析による介入，問題
行動だけではなく学習への支援，親と家族への支援
が必要となる(Simpson, Peterson &  Smith, 2011)。
そして，専門家の介入が有効に機能し，専門家の
介入が終了したあとの効果の維持には，教職員の
チームによるデータの活用，実践を通した職員の
力量の向上が求められる(McIntosh, Mercer, Hume, 
Frank, Turri & Mathews, 2013)。

３．記録の困難さへの対応
　今回のふたつの事例のもっとも大きな問題は，問
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題行動改善を示すエビデンスが少なかったこととエ
ビデンスの信頼性も高くなかったことである。教育
現場での実践，特に問題行動のように介入しにくく
記録をとることが困難な研究の場合，エビデンスに
基づく実践が思うようになされず，信頼性のある継
続的な記録ができないことが多い。しかし，特別支
援教育の領域でもエビデンスに基づく実践の必要性
が訴えられており，UPの実施についてもデータに
基づく評価と次の介入の判断が必要である( Wehby 
& Kern, 2014 )。今後は授業中の問題行動の介入を
目的とした実践について， 課題従事行動の割合の記
録等問題行動そのものの記録以外の方法を採用する
など，教育現場で受け入れられる記録方法を工夫す
ることが求められる(Chafouleas, Sanetti, Kilgus & 
Maggin, 2012)。
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